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1　はじめに
　今日の世界は大きなパラダイムの転換期を向かえている。世界経済は東西の冷戦が終結し，変わ
って日・米・ECのトライアドを中心とした先進国間の協調体制システムに移行しつつある。平成5
年度の通商白書ではこのような構造の変化を“覇権システムから多極システムへ”という言葉で表
現している。またこれと同時に，企業のグローバリゼーションもさらに拡大しており，クロスボー
ダーな企業活動の重要性は，より一層高まってきている。
　このような情勢の中で，今日の日本経済にはグローバルなパースペクティブが求められている。
それは従来の戦略思考であるエスノセントリック（ethnocentric）志向の転換であり，さらにはクロ
ーズドシステム（closed　system）からの解放であると言えよう。日本経済は将来の新しい方向性と
して”共生（symbosis）”という言葉をかかげ，世界の中の日本の在り方を位置づけようとしたが，
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しかし今日の経済摩擦や貿易不均衡といった構造的問題については，今だ解決を見ることは出来そ
うもない。名和高司によると，共生の理念は，日本経済が圧倒的な強さを誇っていた時期に唱えら
れたもので，それは『強者の論理』『カルテル志向』のものとして批判されるだけに終わってしまっ
たと述べている1）。世界の中で見る日本は，GNPや貿易黒字という外見のみ大きくなってしまい，
その中身であるはずの生活者主義や，ゆとつのある国民生活を充足するための本質的な社会構造面
の変革においては，はるかに世界の国々に比べ閉鎖的，排他的であり，世界のシステムとフィット
できていない。このような状況の中で，我々は今日の世界との共生をかがげる前に，まず世界のシ
ステムといかにしてフィットするかを学習し，そして世界と協力し合う中から相互依存関係を作り
上げ，さらに相互共存していくようなことを明確に表現すべきではないだろうか。rすなわちこれが”
協創（Co－Creation）”であり，経済問題や社会問題のみならず，地球環境や民族紛争の問題，さら
には国際ビジネスにおける経営組織や戦略に至たるまで，様々な視点から考察が可能であろう。野
村総合研究所は，企業のグローバル戦略として国際競争力に加えて新しく国際共生力を提唱してい
る2）。同研究所によると，共生力とは企業が企業を取り巻く経営環境に適応できる力を示すものであ
り，他の産業・市場・社会などとの絆の強さであるとしているが，この共生力をより具体的に表現
したものを協創力と呼びたい。またさらに，この国際協創力を持った企業のことをグローバル協創
企業とし，従来のゼロサムゲームによる競争戦略（Competitive　Strategy）に対して，新しくプラ
スサムゲームによる協創戦略（Co－Creative　Strategy）を提示したい3）。協創力とは，ある目的達成
のために共通した戦略的意図（Strategic　Intent）4）を持ったコンペティター企業同士が，お互いに
協力し，その相互作用の中から新しい知識を創造する力のことであると言える。
　以上のように，世界経済やグローバル企業が，競争から協創へ，そして閉鎖的で排他的な経済シ
ステムから，より開放的で協調的な経済システムへ移行するという視点において，近年ではネット
ワークやアライアンスの研究に注目が集まっている。本論での研究もネットワークとアライアンス
についての研究であり，それは主に次の3点に関する検証である。（1）グローバルな協創関係の構築
を可能にするグローバルネットワークの形成と，そこに潜んでいるネットワークのパワーを明らか
にすることである。（2）グローバル協創企業としてGE，ゼロックスのケースを取り上げ，実際のグロ
ーバルアライアンス戦略の特徴や問題点を明らかにする。またさらにアライアンスを2つのタイプ
に区別し考察する。（3）アライアンス戦略が，グローバルネットワークを形成するための戦略的手段
であるという視点から，2つのアライアンスタイプから創造されるネットワークを比較しこれを考
察する。
II　グローバルネットワークについて
　1．ネットワークとは何か
ネットワーク（Network）は一体どんな性格のものなのであろうか。今井賢一・金子郁容は次の
ようにネットワークをイメージしている。すなわち自己と言うものは完成された形でアプリオリ
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（apriori）に存在するのでなく，自分の持つ関係のうち1つでもそれが変われば自分の形も変わって
しまうというオープン・エンディッド（open－ended）で，流動的な，不安定性を内包したものであ
り，すなわち自己は関係の中で存在しえるとしている5）。通常我々がイメージするネットワークは，
それぞれの個の形態が固定的なものであり，それらがタイトに連結したグループとしてイメージし
がちであるが，彼らのイメージしたネットワークは，自己組織的な個の重なりであると言えるであ
ろう。今井はまた，ネットワークが多重に重なり合う中心部分のことをハブ（Hub）と呼び，ハブ
はイノベーションのための相互作用を行うところであると共に，経済的・文化的活動が集積する場
所であるとも説明している6｝。
　オープン・エンディッドで，流動性を内包するネットワークの特徴とは何であろうか。企業の組
織形態としてよく引用されるものにネットワーク組織とヒエラルキー組織の2つの形態がある。こ
の2つの組織の違いを観察することから，ネットワークの特徴を考察してみたい。その前に，組織
における情報の蓄積について述べておこう。
　市場と組織から情報の蓄積を考えて見ると，市場はメモリーを持っていないので情報は蓄積され
ない。このため情報を蓄積するには組織を作らなければならない。組織には情報を集め蓄積する能
力があると言えよう。伊丹敬之は，市場と組織の関係について，これからの新しい時代では市場が
重要であるとしている。すなわち，従来は組織の中で外国の技術を模倣・学習・蓄積することであ
ったが新しい時代では，蓄積によって得た新しい技術や知識を市場で利用し，実験することにより
また新たな新市場を生み出していく時代になると述べているη。
　組織にはネットワーク組織とヒエラルキー組織の2つの組織形態が考えられる。野村総合研究所
によると，ヒエラルキー型組織の特徴は，いかに低負荷で効率よく情報処理を行なうかという情報
処理の効率性を重視した組織デザインであるのに対し，ネットワーク型組織は，いかに多様で多く
の知識創造を行なうかという，知識創造の効率性を重視した組織デザインであるとしている8）。そこ
で”情報処理の効率性を追求する”ヒエラルキー組織と”知識創造の効率性をめざす”ネットワー
ク組織の2つの組織形態の主な特徴を比較してネットワークの特徴を探ってみよう9）。（図一1）
図一1　ネットワーク組織とヒエラルキー組織の主な特徴
ネットワーク組織 ヒエラルキー組織
個の自由度 自律的 制約的
要素間の関係 ルースカップリング タイトカップリング
水平的、平等的 垂直的、支配・従属
組織の中心 脱中心 1つの中心
環境適合効果 不確実性下で高い 安定性下で高い
要素の組み替え 柔軟にできる 柔軟性に欠ける
組み替えの基盤 個の創発性 中心からの指令
出所：寺本義也“ネットワークパワー”NTT出版（1990）をもとに作成
この比較で分かるのは，ネットワーク組織は中心を持たず，自律的で自己組織的（Self－Organiz・
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ing）な個がルースに連結している組織形態であると言える。このため組織としての情報の蓄積につ
いても，ヒエラルキー組織がその組織特性から，固定された反復的な情報処理（lnformation－Proces・
sing）的情報が蓄積されるのに対し，ネットワーク組織での組織特性からは，個と個の相互作用に伴
う新規の情報や，新しい知識の開発といった情報創造（Information－Creation）的情報が蓄積され
ることになる。
　今日，企業に求められている情報は，今までの安定的環境における情報ではなく，不確実が伴う
激しい環境に対する情報であるため，ネットワーク組織による相互作用から生まれた情報の蓄積が，
今後の企業にとって最も重要であると言えよう。
　次にネットワークが生み出す経済的効果について考えてみたいと思う。宮沢健アは，複数の主体
の結びつきから連結の経済性について述べている1°）。宮沢は，連結の経済性をモノ・サービス・情報
を生み出すのに必要なコストを削減するというインプット成果と，モノ・サービス・情報を生み出
すというアウトプット成果の2つの成果に区別している。インプット成果は，（1）取引コストの節紅
（2）情報コストの削減，③決済コストの節約，（4）在庫コストの削減，といった量的な効果であるのに
対し，アウトプット成果は，（1精報の発生，利用におけるシナジー効果，（2注体の行動様式におけ
るラーニング効果，（3）信頼という財の創出効果，といった質的な効果であるとしている。また林鉱
一郎は，ネットワークの経済性が存在する理由として（1）組織拡大の利益，（2）情報の共同利用に伴う
コストの削減，（3）情報の活用範囲の拡大，という3点を上げている11）。つまりネットワークで1ま，我々
がネットワークの成果として目で見ることができるような効果（Visible－effect）よりも，むしろシ
ナジー効果やラーニング効果，信頼，協創といった，我々が具体的な形としてそれを目にすること
ができないような効果（lnvisible－effect）の創出にその重要性があるのだと言えよう。
2．企業におけるネットワーク
企業におけるネットワークの展開は， 主に4つのネットワーク組織形態が考えられる。A．　Bres・
図一2　企業ネットワークの4つの種類
ネットワーク イメージ
企業内 〉くζ　×
企業グループ内
企業間 ←〉
メ　タ
出所：Albert　Bressand“NET　WORLD：Draft　Report　on　the　Emerging　Global
　　Networked　Society”PROMETHEE　1990（合津泉訳『ネットワールドs
　　東洋経済新報社1991p96をもとに作成）
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sandに従うと，上記のように種類を分けることができる12）。（図一2）
　企業内ネットワーク
　同一企業内における各部門間が，情報や処理能力を共有できるようにすることによって，日常業
務をよりよくコーディネートすることである。
　企業グループ内ネットワーク
　企業グループ内・系列・親会社と子会社関係におけるネットワークであり，垂直型ネットワーク
またはタテ型ネットワークとも言われる。このネットワークの特徴は，各構成メンバーの権力や資
源の依存関係において不均衡が存在するため，最もパワー優位性を持ったメンバーを中心とする長
期的・固定的なネットワークとなる。またこの結びつきは支配的でタイトカップリング（Tight
Coupling）なものとなる。
　企業間ネットワーク
　同一業界における競争相手や異業種企業も含んだ水平型ネットワークのことで，ヨコ型ネットワ
ークとも言われる。このネットワークでは各メンバー間の資源の依存関係は均衡しており，どのメ
ンバーも突出したパワー優位性がなくネットワークの性質も各メンバーの自立性に伴う流動的なも
のとなる。またこの結びつきの特徴は，相互依存的なルースカップリング（Loose　Coupling）であ
ると言える。この企業間ネットワークには，国内におけるネットワーク形成とクロスボーダーな国
際間でのネットワーク形成に区別することができ，前者をローカルネットワークと呼び，後者をグ
ローバルネットワークと呼ぶ。近年における激しい経済環境の変化を背景に，企業によるグローバ
ルネットワークの形成炉増えてきているが，そのネットワークエコノミーを獲得する戦略的手段と
して，グローバルアライアンス戦略やクロスボーダーネットワーク戦略13）があり，これらは今後ま
すます活発に展開されるだろうと思われる。
　メタネットワーク
　直接的な経営活動から離れた分野のネットワークであり，企業を取り巻く環境に影響を与えるこ
とを目的に形成される。クラブ・業界団体・協会といった非営利団体との間で作られる協力的なネ
ットワークと言えよう。
　3．情報通信技術の高度化とグローバルネットワーク
　我々の社会生活の中で情報通信が果たすべきその役割はますます高まってきている。電話やテレ
ビといった生活手段から，企業におけるサテライトオフィスやTV会議の出現まで，広範囲にわた
り我々は情報通信技術の発達を見ることができるようになった。21世紀の高度情報社会とは，①光
ファイバーや通信衛星の利用によるネットワークの広地域化が進む，（2にのような情報通信基盤に
支えられた多様な情報通信メディアが出現する，（3にれらの多様なメディアが経済活動，家庭生活
において適性な通信コストにより活発に利用されることで豊かな国民生活の実現が期待されるとい
った，高度に発達した情報ネットワーク社会14）であるとイメージすることができよう。
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　企業において，通信技術の発達とコンピュータ技術の進歩が情報の高速・大量・効率的に処理す
ることを可能にした。企業内における，部や課といったセクションを接続するLAN（Local－Area
－Network；企業内情報通信網）。親会社と子会社あるいは企業間の情報を接続するVAN（Value－
added－Network：付加価値通信網）。さらにWAN（Wide－Area－Network：広範囲ネットワーク）や，
NTTのISDN（lntegrated－Services－Digital－Network：総合デジタル通信網）の開発など，今日
見られる通信技術の発展にはめざましいものがある。また製造業の現場でも多くの企業が生産工程
と販売部門とを有機的に結びつけるCIM（Computer－lntegrated－Manufacturing；コンピュータに
よる統合生産）の設置や，CAD／CAM（Computer－Aided－Design・Manufacturing：コンピュータに
よる設計・製造），FMS（Flexible－Manufacturing－System：フレキシブル生産システム）を導入し
ている。このような企業経営と情報通信との関係について寺本義也は，企業経営の多様化・高度化
が情報通信技術の積極的導入を促すと同時に，情報通信技術の革新が企業経営の変革を促進すると
し，この2つの側面は互いに独立したものではなく，相互に作用して変化を促しているのだとして
いる15）。（図一3）
図一3　企業経営と情報通信の相互作用
出所：寺本義也“情報通信技術と企業経営の変革”組織科学Vol　25　No．2（1991）p23
　上記のような企業経営と通信技術の相互作用の結果，情報の高度化が促進され企業ネットワーク
がグレードアップする。情報は相互に連結されたネットワークを通じて一方向ではなく双方向に流
れ，情報が交換されていく。このような情報を生み出し，正しい情報として提供しているのは人間
である。今井賢一，金子郁容によると，情報とは人と人との相互作用の中から生まれるとしttまた
情報には，（1）tw値データ・メモ・マニュアルなど一定の表現形態を持ったものとして，固定された
状態である静的側面（つまり情報を貯め込むこと）と，（2）情報がもともと相互作用の過程の中で生
まれるという動的側面（つまり情報をつなぐこと）の2つの側面があり，情報を貯め込むことより
もつなぐことが最も重要であるとしている16）。
　佐久間賢は，動的情報について，各自が所有しているばらばらな情報やノウハウが継続的な情報
融合・拡散の作用により問題解決情報に質的に変化し，さらにそれが組み合わされてできた情報を
戦略情報（Intelligence）と呼び，このプロセスを情報共有化（lnformation　Sharing　System）とし
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ている1η。また今井賢一は，ある仕事を進めていくそのスポットにある情報の重要性を説き，これを
オン・ザ・スポット（on－the－Spot）の情報としている。今井は，オン・ザ・スポットの情報の例と
して，日本企業の製品開発システムを取り上げ，外国企業に比べ日本企業の競争優位性が現場での
フェイスートゥーフェイスの情報の交換の場にある点から，場の共有を重視している18）。このような
情報交換の場で，個人の持つデータと全体のデータとの連結（ミクロ・マクロ・ループ）を通じて，
コミニュニケーションと相互作用が行なわれるのである’9）。このように情報創造という点からネッ
トワークのダイナミズムを考えて見ると，それは情報通信技術と企業経営との間で発生した相互作
用の結果生じうるスポット情報の創造であり，さらには高度で大量な情報の交換と共有であると言
えよう。
　以上のような特性を持ったグローバルネットワークが，実際の企業の中でどのように利用され，
またいかなる特徴を有しているのであろうか。次に，近年の国際ビジネスにおけるグローバル組織
として注目されているトランスナショナル組織について言及してみたい。
　4．　トランスナショナル組織
　企業のグローバル化とは，一方では市場レベルで事業活動を展開することであり，また他方では
個々の国の市場にインサイダー化することである。すなわちローカル市場への現地化と，現地化に
より分散した海外子会社群の求心化（統合化）を同時に達成することである。このようなダブルバ
インド状況をうまくマネジメントするには，グローバルな経営理念を確立し，グローバルバランス
のとれた統合ネットワ7クを構築しなければならない。近年日本企業の間でも，内なる国際化や異
文化適合といったグローバル学習の重要性が高まってきている。
　岩崎尚人はグローバル企業に必要な条件として次の5つを上げている2°）。まず第一としては，国際
的三国分業体制といった国際的な最適地生産体制を構築し，その中で原材料や部品の供給システム
を確立するというグローバル・ロジスティクス（Global－Logistics）。第二には，市場対応といった
現場ニーズの充足のR＆D体制から，地球規模でそれぞれの国々に設置された研究部門が生み出す
知識を融合し，活用するというグローバル・インテリジェンス（GlobaHntelligence）。第三は，地
域統括本社の階層的ではない，多中心的な組織形態を地球規模で創出するというグローバル・フレ
キシビリティ（Global－Flexibility）。第四は，国籍にとらわれず全ての従業員に平等な教育・昇進・
育成の機会を与え，世界に通用する人的資源の育成と活用をしていくグローバル・パーソネル
（Global－Personeel）。そして第五に，自社がいかなるビジネスビジョンを持っているのかというグ
ローバル・パースペクティブ（Global－Perspective）の5つの点である。
　このように今日の企業は，グローバル企業の必要条件として，上記の5つの条件を持ち合わして
いなければならない。それと同時に，グローバル企業であることの十分条件は，協創戦略を通じた
グローバルな協創関係を構築することであろう。これらの条件を備えた企業が，真のグローバル協
創企業として世界の舞台で活躍できる企業だと言えるのである。グローバル協創企業では，地球レ
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ベルでグローバルネットワークを構築し，これを通じて各メンバー相互間にリアルタイムに新しい
情報が交換される。このため常にネットワーク内は流動的となっており，古い情報のアンラーニン
グと新しい情報のラーニングが繰り返される。
　CA．　Bartlettは，従来の集権的管理であるグローバル組織モデルに対して，個々が自律性を前提
にルースに結合するという企業間ネットワークの特性をもった組織のことをトランスナショナル組
織（Transnationl　Organization）と呼び，その特徴を（1）組織力，能力は分散し相互依存する，（2）ロ
ーカル・オフィスの役割は分化し，専門化している，（3）知識を共同で開発し世界中で分かち合うこ
とである，としている21）。
　トランスナショナルの戦略能力には，（1）グローバルな競争力，（2）マルチナショナル的柔軟性，（3）
世界的学習の3つの能力があり，この能力をもとにグローバル統合による効率性の追求と，国別差
別化による現地ニーズへの対応の両方を達成することがその目的と言えよう。（図一4）
　CA．　Bartlett＆S．　Ghoshalは，トランスナショナル組織のネットワーク構造は，図一5のよう
に，世界中の専門化した組織単位を結びつけて統合ネットワークとし，効率・適応性・イノベーシ
ョンという多次元の戦略課題を達成させる機構であると述べている。そして統合ネットワークの特
徴として，（1）ローカル・オフィスには資源と能力が専門化し分散されている，（2）相互依存した各ユ
ニット間を部品・製品・資源・人間・情報が大量に流れる，（3）本社は意思決定を共有しつつ，調整
と協調の複雑なプロセスを行なう，という点を上げている22）。
図一4　グローバル統合と国別差別化
グ
?→
?
?
低
低 　　→
国別差別化
出所：CA．　Bartlett“Building　and　Managing　the　Transnational”
　　in　Competition　in　the　Global　Industries（土岐坤他訳『グロ
　　ーバル企業の競争戦略』p340）
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図一5　統合ネットワーク
　　　専門化して
←一分配された
　　　資源と能力
＼．　　　相互依存する組織
＼単位間の、部品、
　　製品、資源、人材、
　　情報の大きな流れ
意思決定を分担する情
況での調整と協力の復
合的プロセス
出所：C　A．Bartlett＆S．　Ghoshal“Managing
　　Across　Borders”（吉原英樹監訳『地球市
　　場時代の企業戦略』p120）
　P．Ghauriは，トランスナショナルモデルの統合ネットワークは，日本・アメリカ・ヨーロッパが
それぞれ異なる経済構造を持っている点から，それは非現実的であるとし，このモデルが内包して
いる複雑な課題をあまりにも単純に考えていると述べている23）。さらに彼は，1970年代から80年代の
間に，異なる国々のローカル・オフィスに分散した資源と能力を専門化するというトランスナショ
ナル的解決方法は，フィリップスやシェルt’ ?jリーバといったいくつかの企業がすでに行なって
いたが，その統合ネットワークはむしろ複雑性を招くだけだったとしている。そのため彼は，本社
とローカル・オフィスとの関係に加えて，ローカル・オフィスのある国の政府やローカル市場との
図一6　本社／子会社（ローカル・オフィス）関係の変換プロセス
外国市場
の現地政府
1スアージ
本社
　　外国市場の
ローカル・ネットワーク
ー：強い関係一：普通の関係
外国市場
の現地政府
2ステージ
　　　　　　　層外国市場の
　　　　　ローカル・ネットワーク
S：外国市場の子会社（ローカル・オフィス）
本社 外国市場
の現地政府
3ステージ
　　外国市場の
ローカル・ネットワーク
本社
出所：Pervez　Ghauri“New　StructureS　in　MNCs　Based　in　Small　Countries：
　　A　Network　Approach”European　Managernent　Journal　Vol．10　No．3（1992）
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関係も含めたローカル・ネットワークを重視している。（図一6）
　この図一6では本社／子会社の関係の交換プロセスを表わしている。第1ステージは国際化のス
タート期に当たり，本社との関係が最も重要な時期である。第2ステージではローカル・オフィス
を取り巻く本社・現地の政府・ローカル・ネットワークのどの関係も重要となる。第3ステージで
は，ローカル・オフィスがローカル・ネットワーク内で経験・知識・パワーを身に付けることによ
り，ローカル・ネットワークとの関係が，どの関係よリピボットなものとなる。
　日本企業における統合ネットワークは，Bartlettらの形態と少し違っている。三菱総合研究所によ
ると，日本型の統合ネットワークは，近年の日本企業のグローバル戦略として最も採用されている
マルチ・リージョナル戦略（Multi－Regional　Strategy）をべ一スとして，グロrバル・ネットワー
クが形成されている24》。マルチ・リージョナルとは，ME．　Porterが提唱した2つのグローバル戦
略25）に対して，大前研一らが提唱したものである26）。Porterは，企業のグローバル戦略を海外のそ
れぞれのローカル・オフィスが，自国市場に合った独自の戦略を採用し，活動するといったマルチ・
ドメスティック戦略（Multi－Domestic　Strategy）と，本国の本社が世界戦略を企画・立案をし，ロ
ーカル・オフィスは単なる本社が立てた世界戦略の実行者であるとするグローバル戦略（Global
Strategy）の2つに分類している。このグローバル戦略とマルチ・ドメスティック戦略の中間に位
置づけられるのが，マルチ・リージョナル戦略と言えよう。この戦略は三菱総合研究所によると，
世界の主要地域に基地となる組織を設け，それらを中核として各組織の中で各機能が完結したゾー
ン・マネジメントを展開する戦略であるとしている。日本企業ではこのマルチ・リージョナル戦略
をとる組織形態が多く，そのため統合ネットワークモデルも地域統括をネットワークの中で機能さ
せる形態となっている。（図一7）
図一7　日本企業のマルチ・リージョナルネットワーク
　　グローバル競争力（付加価値の源泉）が日本以外にも存在する
ノ
←一一i’、専門化して分配された資源と能力
←一一＼}「相互依存する組織・単位間の部品、製品、資源、人材、情報の大きな流れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　・←一一リージョナル・レベルでのサブ・統合ネットワーク
L・一辱一．・・一，．．一●一一一。一．■・■。一一，層。一．．。。一一．一・，一．一一。曹。」
　　　　　　特定リージョン
出所：牧野昇監修・三菱総合研究所経営開発部編著“日本企業のグローバル戦略”
　　ダイヤモンド社（1992）p188
Bartlett＆Ghoshalの統合ネットワークモデルと，三菱総合研究所のマルチ・リージョナルネッ
一398一
トワークモデルを比較した場合，その違いはいかに地域毎のローカル市場にフィットするかという
点であろう。つまりグローバルな統合ネットワークに対し，マルチ・リージョナルネットワークが，
ネットワークの中に地域統括会社を含むことによって，（1）現地のより正確な情報が得られること，
②経済の地域ブロック化の壁に対応できること，（3）地域レベルでのサブ・統合ネットワークが形成
されること，などのメリットを手に入れることができる。従って，地域単位でのオペレーションの
重要性が高まっている以上，日・米・欧3極毎にゾーン・マネジメントし，それらを連結するマル
チ・リージョナルネットワークのほうが統合ネットワークよりもより現実的であり，今後もその重
要性は高まるであろうと思われる。
IIIグローバルアライアンス戦略について
　近年において，企業間ネットワークの重要性は高まる一方である。アライアンスの形態でもグロ
ーバル・コンペェティター同士のグローバルアライアンス戦略27）が増加しており，またその内容も
マーケットの拡大から，次世代技術の共同研究・開発，莫大なコスト負担に対する国際分業まで，
幅広いメリットを享受することを目的としている。このアライアンス戦略を巧みに活用している企
業の1つとしてGE（General　Electric）が上げられる28）。　GEでは80年代に電気のRCA買収をはじ
め，約200億ドルものM＆A（Merger＆Aquisition）による企業買収を展開してきたが，90年代に
入ってからはアライアンス戦略による外部経営資源の活用が一段と活発に行われている。GEによ
るアライアンスの狙いは，市場へのアクセスと技術開発の分担に置かれており，特に日本企業との
パートナー関係を活用することにより，他社の技術の活用とリスクの分散を図っている。（図一8）
　GEの一連のアライアンス戦略の特徴は3つある。第一に，パートナーの選択のうまさである。例
えば医療機器分野でのアライアンス（合弁）では，この分野で実績のない横河電機を選んだ。GEの
アライアンス戦略の特徴の第二は，早くから世界を見据えたアライアンスをおこなっていることだ。
プラスチック事業ではアメリカ・オランダ・日本を3大拠点として展開している。最後に第三とし
て，アライアンスしつつも中核技術は，自社内に温存していることである。日本企業との共同開発
におけるGEの上手さは，アライアンスしつつもコアとなる技術について決して公開しないことで
あろう。このようにGEは多様なグローバルアライアンス戦略により，80年代以降，一貫して増益を
達成できたのである。
　P．Lorange＆J．　Roosは，グローバルアライアンス（Global　Strategic　Alliances）を2つのタ
イプに分類している29》。第一のタイプは，1つの支配的パートナー（A）によって形成されるグロー
バル支配型戦略アライアンスネットワーク（Global　Dominant　Strategic　Alliances　Network）で
あり，第二のタイプは，2つのあるいはそれ以上の同等なパートナー間で，技術や製品などをお互
いに提供し合うという相互補完関係を重視したグローバル共有型戦略アライアンスネットワーク
（Global　Shared　Strategic　AIIiances　Network）である。（図一9）
　前者の例では，上記でも取り上げたように，GEが医療機器で横河電機とのアライアンス（合弁）
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図一8　GEがアライアンスする主な日本企業と分野
石川島播磨工業（航空機工≧ジン）
　　　　　？
　　　三井石化・
（エンプラ、PPE）
　　　三井東圧・
　　　　（PPE）
　　　長瀬産業・
　　（エンプラ）
　　　宇部興産・
　　（ABS樹脂）
　　　　旭硝子・
（ポリカーポネート） 　　　三
三井物産（プラント等）
・東芝（レーザー、発電機、照明、原子燃料、シリコーン）
・横河電機（医療機器）
・ファナック（FAシステム）
・日立（発電機、原子燃料）
・岩崎電気（照明）
・三洋電機（家電）
（注）一は合弁も含むアラィアンス　………は合弁など
出所：日本経済新聞1992年10月2日号よ1）
図一9　グv一バルアライアンス2つのタイプ
グローバル
支配的パートナー
ローカル　　　　　　　　　　　 ローカル
グローバル支配型戦略アライアンスネットワーク
グローノくノレ
共有パートナー
グローバル
共有パートナー
　グローバル
共有パートナー
グローバル共有型戦略アライアンスネットワーク
出所：P．Lorange＆J．　Roos“Strategic　Alliances”Blackwell　1992　p．242，243
関係において，支配的なネットワークを確立したことが上げられよう。また後者の例として1：，ゼ
ロックス（XEROX）のアライアンスネットワークの例が上げられよう3°〉。アメリカのゼロックスと
英国のランク・ゼロックス，日本の富士ゼロックスが日・米・欧のトライアド市場で親一子関係を
超えた形でネットワークを形成している。すなわち，ゼロックスの子会社である富士ゼロックスに
は，ゼロックスやランク・ゼロックスの持つ情報や資源が流れる一方で，子会社の富士ゼロックス
からも自社の持つ製品・マーケティング・製品開発システムや技術といった経営能力がアライアン
スネットワークを通じて，ゼロックスやランク・ゼロックスに逆移転している。従ってトライアド
を形成する3社の間には，各ローカル市場における情報や資源が常に双方向に流れており，それら
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は相互補完的な協創関係を確立しているのである。
　このようなLorange＆Roosによるレビューにおいて特徴的なのは，グローバルアライアンスを
2つのタイプに区別し，さらにはアライアンスによるネットワークの形成を示唆している点であろ
う。つまりアライアンスには，グV一バル支配型戦略アライアンスに代表されるような，従来から
のアライアンスとして見ることができる競争的アライアンスと，グローバル共有型戦略アライアン
スのような，近年の企業連合に代表される新しいアライアンスのスタイルであると言えよう共有的
アライアンスとに分けることができよう。一般に競争的アライアンスとは，『右手で握手をしながら
左手で殴り合う』という性格のものである。これに対し，共有的アライアンスとは，グローバル企
業同士が世界戦略を共有し，地球レベルでの競争優位を構築すると共に，自社の市場を確保するよ
うな世界戦略形成31）や，次世代製品や技術について基礎的な基盤ベースの研究を共同で行なうなど
と言った次世代基盤形成を指している。近年においてIBMとアップルが共同出資会社のカレイダ
を設立しマルチ・メディアでの国際的企業連合づくりに取り組んだり，日産とマツダが系列を超え
た相互補完関係を結んだことは，今後の企業における共有的アライアンスの有効性とその可能性を
示唆するものだと言えよう。
　またさらにアライアンスでは，その背景に様々な企業の戦略意図が隠されている。アップルのア
ライアンスに対する戦略意図の例でも明かなように，アップルのアライアンス戦略のその裏側には，
アライアンスによって新製品の開発を目指すことだけでなく、これを通じて多くの技術を吸収・蓄
積し，自社の技術体系を国際標準化（Global　Standard）することで，世界中の市場から膨大なライ
センス料を手に入れるというアップルの狙いが隠されているのである。
　今後のグローバルアライアンス研究では，マクロな視点からアプローチも重要となろう。それは
アライアンスがグローバルな協創関係を構築するのと同時に，マクロ的な部分では，相手を叩いて
いる点が認められるからである。例えば日米間によるハイテク産業のアライアンスでは，表面上，
双方の企業は多様な点で協力してはいるが，その反対に日米半導体協定による政府の介入は，アラ
イアンスによる協創関係を制限するものとなっている。このようなアライアンスと政府の役割につ
いては，今後のアライアンスに関する重要な研究課題であるだろうと思われる32）。
IV　グローバルネットワークとしてのグローバルアライアンス戦略
　アライアンス研究では，アライアンスがルースカップリング，共同による価値の創造という性格
を持っている点から，ネットワークの構築を意味するという視点に立った考察がある。．Lorange＆
Roosのアプローチは，アライアンスをネットワークとして捉えているケースがあると言えよう。本
論の立場もこれら意見に準じた形として展開を進めたいと思う。
　アライアンスとネットワークとの関係は，アライアンスがネットワーク形成のための手段である
のに対し，ネットワークとはそれから発した成果（結果）であると言えよう。つまりそこにはイン
プットーアウトプットの関係が存在するとも言える。これを明らかにするために，アライアンスを
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行なう主体がどのパートナーであるかという視点から，アライアンスを行なう主体が支配的パート
ナー，及び同等な協創関係でも特にパワー優位性を持ったパートナーによる競争的アライアンスと，
それが共通の目的を持った，同等なパートナーによる共有的アライアンスの2つのタイプに区別し，
それぞれが形成するネットワークを比較することでその特徴を明確にしたい。
　競争的アライアンスにおける組織形態は，一つの中心的パートナーによって形成されたネットワ
ークであり，その特徴は個々の企業間とのアライアンスによって創発された知識が，中心的パート
ナーに集中する性格があるのに対し，共有的アライアンスでは文字通り，共有パートナーにより形
成されたネットワークを意味しており，各プレーヤーの相互作用から創発された知識が，全体に共
有されるようなネットワークとなる。従って，競争的アライアンスがネットワー．ク組織の持つエコ
ノミーや特徴のある一部を有しているのに比べ，共有的アライアンスではネットワークの持つエコ
ノミーや特徴を有すると同時に，ネットワーク組織形態とも成りえる性格があると言えよう。実際
のグローバル協創企業のグローバルアライアンスでは，既存製品市場の拡大，共同生産によるコス
ト削減OEM供給による製品の多様化といった目的のためには，競争的アライアンスによる多様な
企業間アライアンス戦略が取られるが，その一方で，技術革新を伴う次世代産業や新製品の開発，
また膨大な設備投資を必要とする分野では，ネットワーク組織が持つエコノミーや特徴をフルに利
用した共有的アライアンスによるネットワークの形成が行なわれている。例えば日米自動車産業で
は，グローバルな相互OEMや合弁などの競争的アライアンスが活発化しているが，それと同時にピ
ック3による次世代電機自動車の共同開発は，日本に対抗するアメリカ自動車メーカーの共通した
戦略意図のもとで行われた共有的アライアンスネットワークの形成に他ならない。
　以上のように，グローバルアライアンスという戦略手段によりグローバルネットワークは形成さ
れるが，これはまたアライアンスという行為が，必然的にネットワークを形成し，それの持つ特徴
や経済性というメリットを享受できうる性質を内包した戦略であるとも言えるであろう。
V　おわりに
　今日のいかなるグローバル企業も，多様で複雑化した技術や膨大なコストの負担を自社内ですべ
て維持することができなくなった。また同様に，企業のグローバル化を考えるに当って，自国第一
主義はもう許されない。このような現状の課題を克服する1つの方向性は，グローバルネットワー
クにより緩やかな関係性を形成し，相互依存関係とコミュニケーション手段の構築を図ることであ
ろう。これにより，自己組織的個の相互作用による動的情報の創造や蓄積といった，ネットワーク
が生み出す様々なシナジーをグローバル企業は手に入れることができる。そのようなネットワーク
を形成するための手段として，アライアンス戦略は有効であろう。本論でのアライアンス戦略の説
明は，ネットワークとの関係のみを述べるに留まっている。本論で欠けている点は，グローバルア
ライアンス戦略に関する様々な視点からの具体的な考察であり，この点については今後の研究課題
にしたいと思う。
一402一
注1）名和高司「成長限界を突破する産業システム革新」rダイヤモンド・ハーバードビジネス』Aug－Sep　1993　pp．
　　81～91
2）　野村総合研究所『共生の戦略』野村総合研究所　1992pp．218　一一　223
3）本稿では寺本義也（1990）による，協創（Cooperation　Creation）関係という言葉を採用したが，協創と類似し
　　た言葉として，同じく寺本義也（1992）や名和高司（1993）は，共生進化（Co－evolution）という概念を提唱し
　　ている。
4）Gary　Hame1＆C　K．　Prahalad“Strategic　Intent”Havard　Btcsiness　Revietv　May－Jun　1989（「ストラテジッ
　　ク　インテンド」『ダイヤモンド・ハーバードビジネス』Oct－Nov　1989　pp．11～27）最近，　Hamel＆Prahalad
　　は，“Strategy　as　Strech　and　Leverage”Havard　Business　Review　Mar－Apr　1993において新たな戦略に不可欠
　　な要素として，資源や環境に対してストレッチ（Strech）することを提唱している。
5）今井賢一・金子郁容rネットワーク組織論』岩波書店　1988pp．181～183
6）今井賢一『資本主義のシステム間競争』筑摩書房　1992pp．73～76
7）伊丹敬之「新しい産業のダイナミズム」『季刊　アステイオン』No．29　TBSブリタニカ　1993　pp．88～99
8）　野村総合研究所『未来萌芽』野村総合研究所　1993　P．73
9）寺本義也『ネットワークパワー』NTT出版　1990及び，宮下幸一「ネットワーク型企業の戦略と課題」桜美林
　　大学産業研究所年報　第11号　1993pp．71～91またBM．　Gilroy“Networlling　in　Multinationl　Enteηprises”
　　University　of　South　Carolina　Press　1993　pp．11～16を参考。
10）　宮沢健一『業際化と情報化：産業へのインパクト』有斐閣　1988pp．50～70
11）林鉱一郎『ネットワキングの経済学』NTT出版　1989　pp．65～77
12）Albert　Bressand“Net　world　；Draft　ROpoηt　on　the　Emerging　Global　Networked　Sociely”PRMETHEE
　　1990（合津泉訳『ネットワールド』東洋経済新聞社　1991pp．95～113）本稿では，　Bressandによる企業ネット
　　ワークの分類を採用したが，他の分類としては宮下幸一（1993）の分類がある。宮下によるとネットワークを展
　　開することは，新しい関係性の創造と開発であるとし，新しい関係性を創り出せる能力のことを「ネットワーク
　　構築力』とした上で，ネットワークの次元を次の6つの次元に類型化している。すなわち，①企業内ネットワー
　　ク構築力，②グループ（及び系列），構築力，③企業間ネットワーク構築力，④グV一バル・ネットワーク構築力，
　　⑤メタ・ネットワーク構築力，⑥そしてそれらの中身である資源ネットワーク構築力と，⑦その関係を強化する
　　コミュニケーション基盤の構築力である。
13）OECD“Technology　and　the　Economy：The　Key　Relationships”OECD　1992　P．106及び，今井賢一，総
　　合研究所開発機構『21世紀型企業とネットワーク』NTT出版　1992　pp．25－－39
14）今井賢一『情報ネットワーク社会』岩波新書　1984pp．202～205今井によれば情報ネットワーク社会とは，
　　情報の生産と伝達が発展の原動力となり，ネットワーク型の組織によって編成される社会であるとしている。
15）寺本義也「情報通信技術と企業経営の変革」『組縦科学』　Vol．25　No．21991　pp．22～30
16）今井賢一・金子郁容　前掲書　1988pp．173～177
17）佐久間賢　「国際戦略提携と情報の共有」『世界経済評論』6月号　1993pp．51～61
18）今井賢一「情報・知識の相互作用とイノベーション」『ビジネスレビュー』　Vol．37　No．21990　pp．18－－29及
　　び，伊丹敬之jrグローバル・マネージメント」日本放送出版協会　1991pp．146～157
19）　今井賢一　前掲書　1982pp．188～190
20）岩崎尚人「グローバル時代の日本企業」『桜美林エコノミックスj　No．281992　pp．　55　一一　76
21）CA．　Bartlett“Building　andルlancrging　the　Transnational”MEPorter　ed．，　Competition　in　Global
　　加廊∫漉s，Havard　Business　School　Press　1989（土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳『グローバル企業の競争戦
　　略』ダイヤモンド社　1989）
22）CA．　Bartlett＆S．　Ghoshal“Managing　A　cross　Borders”Havard　Business　School　Press　1989（吉原英樹監
　　訳『地球市場時代の企業戦略』日本経済新聞社　1990）
一403一
23）Pervez．　Ghauri”New　Structures　in　MNCs　Based　in　Small　Countries：ANetwork　Approach”European
　　Management∫ounal　Vol．10　No．3　1992　pp．357～364
24）牧野昇監修　三菱総合研究所開発部編著『日本企業のグn一バル戦略』ダイヤモンド社　1992
25）MEPorter　ed．，　Compretition　in　Global　lndustries，　Havard　Business　School　Press　1986（土岐坤・中辻萬治・
　　小野寺武夫訳rグローバル企業の競争戦略」ダイヤモンド社　1989）
26）大前研一『トライアド・パワー』講談社　1987詳しくは，高橋浩夫（1991）の『グローバル経営の組織戦略』
　　によるマルチ・ドメスティック，マルチ・リージョナル，グローバルの戦略比較を参照のこと。
27）一般的には，r国際戦略提携』「グv一バル・アライアンス』「戦略的提携」といった表現で使われるが，論者に
　　よって様々な表現を使っている。詳しくは根本孝（1989）の「グローバル技術戦略論』を参照のこと。
28）　日本企業でも東芝は活発にグローバルアライアンス戦略を展開している企業である。詳しくはBRSchlender
　　“How　Tochiba　makes　AIliances　Work”FORTUNE　Oct－41993を参照のこと。
29）　P．Lorange＆J．　Roos“Strategic　A　lliances”Blackwell　l992　pp．238～248　　　　　　－
30）’富士ゼロックスのケースについては，吉原英樹「現地イノベーションと逆移転」『国民経済雑誌』No．166（1）
　　1992pp．19～35及び，　Ikujiro．　Nonaka”Redundant　Overlapping　Organization：AJapanese　Approach　to
　　Managing　the　lnnovation　Process”Ca　lzfo　rn　ia　Management　Review　VoL　32　No．　31990　pp．27～38を参照のこ
　　と。
31）丹羽哲夫「合従連衡時代の戦略指針」KEIZAIKAI　M＆A1993－4　pp．26～28
32）最近の論文としては，菅原秀幸「戦略的技術提携と政府政策」『世界経済論」10，11月号　1993を参考のこと。
　　ME．　Porterは，国際競争での政府の役割について，“政府は国の競争優位を左右することはできず，ただ影響
　　を与えるだけである。”というスタンスを取っている。すなわち，政府の役割とは，“ビジネス環境の枠組みを提
　　供することであり，それ以上の政府の介入は最終的に失敗する”としている。詳しくは，ME．　Porter”　The
　　Competitive／Advantage　of　Nations”The　Free　Press　1990（土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫　戸城富美子訳『国
　　・の競争優位』ダイヤモンド社　1992）を参照のこと。
一404一
